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公益社団法人日本看護協会（会長・福井トシ子、会員数77万人）は、このたび2022年「保

健師の活動基盤に関する基礎調査」（厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業）を実施しま

した。本会は、2009年より同調査を開始し、2010年以降は4年に1回実施しており、今回が

5回目となります。本調査は、保健師活動の実態を明らかにすることを目的とし、保健師と

して就業している全国の保健師を対象とした調査です。 

新型コロナウイルス感染症発生以降、初の調査となる2022年の本調査では、新型コロナ

ウイルス感染拡大などにより大きく影響を受けた保健師の「人材確保・育成、就業継続」

に焦点を当て、実施しました。 

報道関係の皆さまには、調査の趣旨をご理解いただき、さまざまな機会にご紹介くださ

いますよう、お願い申し上げます。 

 

 

 

 
 

1．新型コロナウイルス感染症対応の状況 ……4ページ 

行政領域を中心に、約8割の保健師がコロナ対応業務に従事しており、「緊急時に必要な

人員の確保・活用のための体制づくり」「保健師の増員」の必要性を認識 

●特に都道府県や保健所設置市・特別区でコロナ対応業務に従事したことのある者の割合が多く、

主に「感染者の健康観察」「積極的疫学調査」「クラスター発生施設、福祉・介護施設・保育園等

の感染対策指導」に取り組んでいた。 

●新型コロナウイルス感染症対応業務による時間外勤務（ひと月当たり）の最長時間は、45 時間以

上が 38.3%、80時間以上が 22.6%、100時間以上が 13.7%だった。 

●特に行政領域では、80 時間以上の時間外勤務を行った者の割合が 25.1%、うち都道府県本庁

では 56.5%と最も多かった。 

●新型コロナウイルス感染症等有事の際の体制を整備するために、今後必要と考えられる取り組み

としては、「緊急時に必要な人員の確保・活用のための体制づくり」(46.6%)、「保健師の増員」

(31.0%)が多かった。 

 

2022年「保健師の活動基盤に関する基礎調査」結果 
8割以上の保健師が新型コロナウイルス感染症対応業務に従事 
うち行政領域では約25%が80時間以上の時間外勤務を実施 

今後緊急時に必要な人員の確保・活用の体制づくりが必要 
 

調査結果のポイント 
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2．保健師の人材育成・現任教育体制 ……13ページ 

小規模自治体・企業での人材育成・現任教育体制に課題あり。行政では、人材育成・現

任教育体制の充実における統括保健師配置の有効性が示唆された。 

●人材育成・現任教育体制（人材育成計画・ガイドライン、現任教育プログラム・マニュアル、研修・

教育の履歴管理、中・長期的な人材育成、研修予算確保等の整備）については、おおむね人口

規模・従業員規模が大きくなるほど取り組みが進んでいた。 

●統括保健師がいる組織では、統括保健師がいない組織に比べ、全ての人材育成・現任教育体制

において、取り組みが進んでいた。 

 

3．保健師活動の課題と今後必要な取り組み ……15ページ 

約半数が「対応するケースや業務の複雑・困難化」などの課題や、「関係機関・多職種との

連携体制の構築・強化」などの必要性を認識 

●保健師活動を実践している中で、課題や問題だと認識している事柄として最も多いのは、「対応す

るケースや業務が複雑・困難になっている」(49.6%)、次いで「日々の業務をこなすことに追われて

いる」(46.5%)だった。 

●これからの地域における健康づくりに必要と考える取組として、最も多いのは「関係機関・多職種と

の連携体制の構築・強化」(56.0%)であり、次いで「地域・職域の連携推進、働き盛り世代への働き

かけ」(39.1%)だった。 

 

 

 

 

 

1） 調査対象 

保健師として就業している全国の保健師 

 

2） 調査期間 

 2022年9月1日～30日 

 

3） 調査方法 

・本会公式ホームぺージ上の調査専用サイトにアクセスし、質問に回答する Web調査 

・質問数全55問(全て選択式) 

・事前に本会会員保健師宛に調査協力依頼文を郵送。全国の自治体及び保健所、地域包括支援センタ

ー、都道府県看護協会、保健師関連団体宛に調査周知依頼文・協力依頼文を郵送 

 

4） 回答状況 

有効回答件数：19,994件 

※厚生労働省令和2年衛生行政報告例 就業保健師の実人数55,595人に占める割合は、36.0% 

 

  

調 査 概 要 
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１） 性  別 

「女性」19,263人（96.3%）、「男性」670人（3.4%）、「未回答」61人（0.3%） 

 

2） 年  齢 

平均年齢 43.0歳。各年代の分布は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

３） 保健師としての通算経験年数 

平均16.4年 

 

４） 保健師国家試験受験資格取得機関 

「専門学校（保健師養成所）」7,972人（39.9%）、「短期大学専攻科」1,881人（9.4%）、「大学」9,980人

（49.9%）、「大学院」161人（0.8%） 

 

５） 最終学歴 

「専門学校（保健師養成所）」6,656人（33.3%）、「短期大学/短期大学専攻科」2,025人（10.1%）、「大学」

9,956人（49.8%）、「大学院修士（前期）課程」1,094人（5.5%）、「大学院博士（後期）課程」263人（1.3%） 

 

６） 保健師としての活動領域 

「行政」15,613人（78.1%）、「産業」1,128人（5.6%）、「医療」690人（3.5%）、「福祉」1,354人（6.8%）、「教育」

617人（3.1%）、「その他」592人（3.0%） 

 

７） 保健師の職位 

①教育以外の領域 

「所長もしくはそれと同等」115人（0.6％）、「部長もしくはそれと同等」122人（0.6%）、「次長もしくはそれと同

等」123人（0.6%）「課長もしくはそれと同等」974人（5.0%）、「課長補佐もしくはそれと同等」1,574人（8.1%）、

「係長もしくはそれと同等」3,063人（15.8%）、「主任もしくはそれと同等」3,332人（17.2%）、「係員（スタッフ）」

8,905人（46.0%）、「個人事業主・経営者」63人（0.3%）、「その他」1,106人（5.7%） 

 

②教育領域 

「学長・学部長」21人（3.4%）、「教授」146人（23.7%）、「准教授」108人（17.5%）、「その他の教員」288人

（46.7%）、「その他（教員以外）」54人（8.8%） 

 

  

回答者の基本属性 

5.5 11.2 11.4 12.3 13.0 13.9 13.1 11.5 8.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上
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1．新型コロナウイルス感染症対応の状況 

1） 新型コロナウイルス感染症対応業務への従事状況 

●「従事したことがある」が 80.1%と、多くの保健師が新型コロナウイルス感染症対応業務に従事していた

（図 1）。 

●特に「都道府県」や「保健所設置市・特別区」で従事したことがある者の割合が多かった(各 96.7%、

93.0%)（図 2）。 

 

 

図 1 新型コロナウイルス感染症対応業務への従事状況 

 

 

図2 所属組織別の新型コロナウイルス感染症対応業務への従事状況 
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調 査 結 果 
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2） 時間をかけた新型コロナウイルス感染症対応業務 

回答者が従事した新型コロナウイルス感染症対応業務のうち、時間をかけて実施した業務を尋ねた。 

 

【活動領域別の結果】（図 3） 

●「最も時間をかけて実施した業務」または「それに準ずる業務」のいずれかで選択された業務を活動領

域別にみると、「産業領域」においては「ワクチン接種に係る業務」(60.9%)が最も多く、次いで「感染者の

健康観察」(36.1%)、「衛生教育及び環境整備」（32.9%）が多かった。 

●「医療領域」においては「ワクチン接種に係る業務」(62.7%)が最も多く、次いで「PCR 検査の実施や検体

の回収・搬入」(28.5%)、「感染者の健康観察」(21.0%)が多かった。 

●「福祉領域」においては「地域住民個人への情報提供・相談対応・苦情対応」(44.9%)が最も多く、次い

で「ワクチン接種に係る業務」(41.8%)、「感染者の健康観察」(27.6%)が多かった。 

●「教育領域」においては「積極的疫学調査」(43.4%)が最も多く、次いで「感染者の健康観察」(41.0%)、

「職員・学生等の体調確認・報告事務」(40.2%)が多かった。 

 

【所属組織別の結果】（図 4） 

●主に行政領域に属する「都道府県」「保健所設置市・特別区」「市町村」「地域包括支援センター(委

託)」について見ると、「地域住民個人への情報提供・相談対応・苦情対応」「ワクチン接種に係る業務」

については「都道府県」や「保健所設置市・特別区」で時間をかけて実施した割合が少なく、「市町村」

「地域包括支援センター(委託)」で多かった。 

●一方、「感染者の健康観察」「積極的疫学調査」「クラスター発生施設、福祉・介護施設・保育園等の感

染対策指導」については、「都道府県」や「保健所設置市・特別区」で時間をかけて実施した割合が多

く、「市町村」「地域包括支援センター(委託)」で少なかった。 
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図 3 活動領域別の時間をかけた新型コロナウイルス感染症対応業務 
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図 4 所属組織別の時間をかけた新型コロナウイルス感染症対応業務 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

地域住民個人への情報提供・相談対応・苦情対応 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

職員・学生等の体調確認・報告事務 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

感染者の健康観察（電話・メール等を含む） 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

濃厚接触者の健康観察（電話、メール等を含む） 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

積極的疫学調査 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

感染者等情報把握・管理システム(HER-SYS)等、情報提供シートの作成 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

患者移送（患者宅から医療機関等への移送） 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

PCR検査の実施や検体の回収・搬入 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

ワクチン接種に係る業務（事務作業を含む） 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

クラスター発生施設、福祉・介護施設・保育園等の感染対策指導 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

衛生教育及び環境整備 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

医療・相談体制整備等に関する業務 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

医療機関等の関係機関との調整（入院調整・医療資材の確保等） 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

自組織以外の行政機関との調整 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

健康危機管理に関する計画・指針・マニュアル等の策定 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

BCP（業務継続計画）策定への参画 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

その他 都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

地域包括支援センター（委託）

最も時間をかけた業務 それに準ずる業務（2つまで選択可）
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3） 新型コロナウイルス感染症対応業務による時間外勤務の最長時間 

 

 

図 5 新型コロナウイルス感染症対応業務による時間外勤務の最長時間 

 

 

図 6 新型コロナウイルス感染症対応業務による時間外勤務の最長時間（活動領域別） 

 

 
図 7 新型コロナウイルス感染症対応業務による時間外勤務の最長時間（所属組織における配置先別） 
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●新型コロナウイルス感染症の国内での発生以降の期間における、新型コロナウイルス感染症対応業務

による時間外勤務（ひと月当たり）の最長時間は、45 時間以上が 38.3%、80 時間以上が 22.6%、100

時間以上が 13.7%、200時間以上が 1.8%だった（図 5）。 

●活動領域別にみると、行政領域では 80 時間以上の時間外勤務を行った者の割合が 25.1%と、最も多

かった（図 6）。 

●所属組織別にみると、特に「都道府県」や「保健所設置市・特別区」で時間外勤務時間が長い傾向にあ

った。また、「都道府県」「保健所設置市・特別区」「市町村」のいずれにおいても、本庁の方が本庁以外

よりも時間外勤務時間が長い傾向にあった。特に、都道府県本庁では 80 時間以上の時間外勤務を行

った者の割合が 56.5%と最も多かった（図 7）。 
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4） 新型コロナウイルス感染症による影響 

●新型コロナウイルス感染症の流行に伴う保健師への影響として、最も多いのは「自分自身が感染するの

ではないかという恐怖・不安」及び「職場の労働環境の悪化」(各 63.0%)であり、次いで「子どもが通う学

校・保育園等の休校(園)等への対応」(21.9%)だった。「影響はなかった」は 5.9%に留まり、9 割強の者

が何らかの影響を受けていた（図 8）。 

 

 

図 8 新型コロナウイルス感染症による影響（複数回答可） 
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職場の人間関係の悪化

家族等との関係の悪化

自分自身に対する周囲からの差別・偏見・心ない言葉

家族等に対する周囲からの差別・偏見・心ない言葉

その他

影響はなかった
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5） 有事の際に必要と考える取組 

●回答者の所属組織にて新型コロナウイルス感染症等有事の際の体制を整備するために、今後必要と考

える取り組みとして最も多いのは、「緊急時に必要な人員の確保・活用のための体制づくり」(46.6%)であ

り、次いで「保健師の増員」(31.0%)だった。（図 9）。 

 

【活動領域別の結果】（表 1） 

●行政領域では、「緊急時に必要な人員の確保・活用のための体制づくり」（47.9%）が最も多く、次いで「保

健師の増員」（33.5%）が多かった。 

●産業領域では、「健康危機管理に関する計画・指針・マニュアル等の策定」(38.6%)が最も多く、次いで

「業務のデジタル化」(33.2%)が多かった。 

●医療領域では、「緊急時に必要な人員の確保・活用のための体制づくり」(51.7%)が最も多く、次いで「所

属組織内における連携強化(部署間連携等)」(30.2%)が多かった。 

●福祉領域では、「緊急時に必要な人員の確保・活用のための体制づくり」(38.4%)が最も多く、次いで「健

康危機管理に関する計画・指針・マニュアル等の策定」(32.7%)が多かった。 

●教育領域では、「緊急時に必要な人員の確保・活用のための体制づくり」(42.8%)が最も多く、次いで「業

務のデジタル化」(30.6%)が多かった。 

 

【所属組織別の結果】（表 2） 

●全体の結果との差異について所属組織別にみると、「医療保険者」では「所属組織内における連携強化

(部署間連携等)」が最も多く（35.5%)、「都道府県」では 2番目に多かった(35.8%)。 

●「訪問看護ステーション」では「BCP（業務継続計画）策定」が最も多かった（58.1%）。 

●「地域包括支援センター(委託)」や「企業・事業所」では「健康危機管理に関する計画・指針・マニュアル

等の策定」(各 41.9%、38.9%)が最も多く、「健(検)診センター・労働衛生機関」や「訪問看護ステーショ

ン」では 2 番目に多かった(各 39.2%、32.3%。「訪問看護ステーション」は「緊急時に必要な人員の確

保・活用のための体制づくり」と同率)。 

●「企業・事業所」や「教育・研究機関」では「業務のデジタル化」(各 34.0%、31.6%)が 2番目に多かった。 

●「病院・診療所」では「対応する職員のメンタルヘルスケア」(32.4%)が 2番目に多かった。 
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図9 有事の際に必要と考える取組（最大3つまで選択） 

 

表 1 活動領域別の有事の際に必要と考える取組（最大 3 つまで選択） 

 

ｎ 

健
康
危
機
管
理
に
関
す
る
計
画
・
指
針
・ 

マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
策
定 

B
CP

（
業
務
継
続
計
画
）
策
定 

所
属
組
織
内
に
お
け
る
連
携
強
化 

（
部
署
間
連
携
等
） 

関
係
機
関
と
の
連
携
強
化 

（
行
政
機
関
、
医
療
機
関
、
産
業
保
健 

分
野
、
介
護
福
祉
施
設
、
職
能
団
体
等
） 

緊
急
時
に
必
要
な
人
員
の
確
保
・ 

活
用
の
た
め
の
体
制
づ
く
り 

有
事
の
際
の
保
健
師
業
務
の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
の
強
化 

受
援
体
制
の
構
築 

保
健
師
の
増
員 

計
画
的
な
人
材
育
成
（
研
修
、
感
染
症
業

務
を
経
験
す
る
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
等
） 

感
染
症
対
応
等
の
知
識
・
技
術
の
向
上 

業
務
の
デ
ジ
タ
ル
化 

対
応
す
る
職
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア 

そ
の
他 

課
題
は
特
に
な
い 

全体 
16018 4007 2695 4726 3276 7465 3393 1387 4958 2234 2594 3870 3260 244 112 

100.0 25.0 16.8 29.5 20.5 46.6 21.2 8.7 31.0 13.9 16.2 24.2 20.4 1.5 0.7 

活
動
領
域 

行政 
13694 3268 2203 4086 2838 6555 3042 1226 4588 1956 2047 3241 2826 186 62 

100.0 23.9 16.1 29.8 20.7 47.9 22.2 9.0 33.5 14.3 14.9 23.7 20.6 1.4 0.5 

産業 
775 299 168 215 95 235 153 34 100 85 189 257 105 14 31 

100.0 38.6 21.7 27.7 12.3 30.3 19.7 4.4 12.9 11.0 24.4 33.2 13.5 1.8 4.0 

医療 
424 112 79 128 56 219 50 29 69 34 116 95 105 15 3 

100.0 26.4 18.6 30.2 13.2 51.7 11.8 6.8 16.3 8.0 27.4 22.4 24.8 3.5 0.7 

福祉 
450 147 111 120 139 173 56 30 87 43 105 104 87 6 4 

100.0 32.7 24.7 26.7 30.9 38.4 12.4 6.7 19.3 9.6 23.3 23.1 19.3 1.3 0.9 

教育 
458 126 75 114 101 196 59 49 76 79 92 140 97 11 5 

100.0 27.5 16.4 24.9 22.1 42.8 12.9 10.7 16.6 17.2 20.1 30.6 21.2 2.4 1.1 

その他 
217 55 59 63 47 87 33 19 38 37 45 33 40 12 7 

100.0 25.3 27.2 29.0 21.7 40.1 15.2 8.8 17.5 17.1 20.7 15.2 18.4 5.5 3.2 

46.6

31.0

29.5

25.0

24.2

21.2

20.5

20.4

16.8

16.2

13.9

8.7

1.5

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

緊急時に必要な人員の確保・活用のための体制づくり

保健師の増員

所属組織内における連携強化（部署間連携等）

健康危機管理に関する計画・指針・マニュアル等の策定

業務のデジタル化

有事の際の保健師業務のマネジメントの強化

関係機関との連携強化（行政機関、医療機関、産業保健分野、介護福

祉施設、職能団体等）

対応する職員のメンタルヘルスケア

BCP（業務継続計画）策定

感染症対応等の知識・技術の向上

計画的な人材育成（研修、感染症業務を経験するキャリアパス等）

受援体制の構築

その他

課題は特にない



News Release 
報道関係者各位              公益社団法人 日本看護協会 広報部 

2023年3月31日 

                   12                                

＜リリースの問合せ先＞ 公益社団法人日本看護協会  広報部 

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前 5-8-2 電話：03-5778-8547  FAX：03-5778-8478 

E メール koho@nurse.or.jp  ホームページ https://www.nurse.or.jp/ 

 

表 2 所属組織別の有事の際に必要と考える取組（最大 3 つまで選択） 
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化 

（
部
署
間
連
携
等
） 

関
係
機
関
と
の
連
携
強
化
（
行
政 

機
関
、
医
療
機
関
、
産
業
保
健
分
野
、 

介
護
福
祉
施
設
、
職
能
団
体
等
） 

緊
急
時
に
必
要
な
人
員
の
確
保
・
活
用
の

た
め
の
体
制
づ
く
り 

有
事
の
際
の
保
健
師
業
務
の 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化 

受
援
体
制
の
構
築 

保
健
師
の
増
員 

計
画
的
な
人
材
育
成
（
研
修
、
感
染
症 

業
務
を
経
験
す
る
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
等
） 

感
染
症
対
応
等
の
知
識
・
技
術
の
向
上 

業
務
の
デ
ジ
タ
ル
化 

対
応
す
る
職
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア 

そ
の
他 

課
題
は
特
に
な
い 

全体 
16018 4007 2695 4726 3276 7465 3393 1387 4958 2234 2594 3870 3260 244 112 

100.0 25.0 16.8 29.5 20.5 46.6 21.2 8.7 31.0 13.9 16.2 24.2 20.4 1.5 0.7 

所
属
組
織 

都道府県 
2653 435 434 949 659 1313 527 383 776 485 307 735 554 39 5 

100.0 16.4 16.4 35.8 24.8 49.5 19.9 14.4 29.2 18.3 11.6 27.7 20.9 1.5 0.2 

保健所設置市・
特別区（政令指
定都市・中核
市・その他保健
所設置市） 

3639 770 498 923 625 1943 856 413 1237 554 415 1126 889 51 11 

100.0 21.2 13.7 25.4 17.2 53.4 23.5 11.3 34.0 15.2 11.4 30.9 24.4 1.4 0.3 

市町村 
7599 2083 1281 2274 1592 3393 1692 458 2655 940 1334 1442 1447 97 49 

100.0 27.4 16.9 29.9 21.0 44.7 22.3 6.0 34.9 12.4 17.6 19.0 19.0 1.3 0.6 

地域包括支援セ
ンター（委託） 

344 144 113 89 119 122 31 15 42 22 104 73 57 4 4 

100.0 41.9 32.8 25.9 34.6 35.5 9.0 4.4 12.2 6.4 30.2 21.2 16.6 1.2 1.2 

医療保険者 
62 17 13 22 6 21 12 6 11 5 17 16 11 2 2 

100.0 27.4 21.0 35.5 9.7 33.9 19.4 9.7 17.7 8.1 27.4 25.8 17.7 3.2 3.2 

企業・事業所 
633 246 140 182 77 187 124 24 72 71 163 215 77 13 23 

100.0 38.9 22.1 28.8 12.2 29.5 19.6 3.8 11.4 11.2 25.8 34.0 12.2 2.1 3.6 

健（検）診セン
ター・労働衛生
機関 

158 62 26 37 8 72 39 10 31 12 40 39 24 9 2 

100.0 39.2 16.5 23.4 5.1 45.6 24.7 6.3 19.6 7.6 25.3 24.7 15.2 5.7 1.3 

病院・診療所 
241 58 38 75 31 137 16 15 28 21 72 50 78 6 1 

100.0 24.1 15.8 31.1 12.9 56.8 6.6 6.2 11.6 8.7 29.9 20.7 32.4 2.5 0.4 

訪問看護ステー
ション 

31 10 18 9 7 10 0 1 1 6 7 3 8 4 1 

100.0 32.3 58.1 29.0 22.6 32.3 0.0 3.2 3.2 19.4 22.6 9.7 25.8 12.9 3.2 

介護老人保健施
設・介護老人福
祉施設 

5 3 1 1 2 3 1 0 0 1 2 1 0 0 0 

100.0 60.0 20.0 20.0 40.0 60.0 20.0 0.0 0.0 20.0 40.0 20.0 0.0 0.0 0.0 

社会福祉施設 
13 5 4 2 7 4 4 1 1 1 7 1 1 0 0 

100.0 38.5 30.8 15.4 53.8 30.8 30.8 7.7 7.7 7.7 53.8 7.7 7.7 0.0 0.0 

教育・研究機関 
449 127 74 108 98 190 59 44 74 77 91 142 92 11 5 

100.0 28.3 16.5 24.1 21.8 42.3 13.1 9.8 16.5 17.1 20.3 31.6 20.5 2.4 1.1 

その他 
191 47 55 55 45 70 32 17 30 39 35 27 22 8 9 

100.0 24.6 28.8 28.8 23.6 36.6 16.8 8.9 15.7 20.4 18.3 14.1 11.5 4.2 4.7 
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2．保健師の人材育成・現任教育体制 

●人材育成・現任教育体制については、おおむね人口規模・従業員規模が大きくなるほど取り組みが進

んでいた。「現任教育プログラムやマニュアル」を除く 4項目で、人口 10万人以上では半数以上の者が

取り組みがあるとし、人口規模が増すにつれその割合が高まっていた（表 3、表 4）。 

●統括保健師がいる組織では、統括保健師がいない組織に比べ、全ての人材育成・現任教育体制にお

いて、取り組みが進んでいた（表 5）。 

 

表 3 人口規模別の人材育成・現任教育体制 

 

ｎ 

1.保健師の人材 
育成計画・ガイド
ラインを策定して

いる 

2.現任教育プログ
ラムやマニュアル

がある 

3.個人の研修や 
教育の履歴が管理

されている 

4.中・長期的な 
人材育成が 
行われている 

5.研修参加の予算
が確保されている
（※一部でも確保
されていれば 

「はい」を選択） 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

全体 
19377 10241 5592 3544 9759 5739 3879 10189 5482 3706 9657 5860 3860 14611 1819 2947 

100.0 52.9 28.9 18.3 50.4 29.6 20.0 52.6 28.3 19.1 49.8 30.2 19.9 75.4 9.4 15.2 

人
口
規
模 

50万以上 
2420 2174 43 203 1998 88 334 1802 231 387 1900 206 314 2082 41 297 

100.0 89.8 1.8 8.4 82.6 3.6 13.8 74.5 9.5 16.0 78.5 8.5 13.0 86.0 1.7 12.3 

20万以上
50万未満 

2373 1728 241 404 1500 343 530 1506 377 490 1413 450 510 1808 145 420 

100.0 72.8 10.2 17.0 63.2 14.5 22.3 63.5 15.9 20.6 59.5 19.0 21.5 76.2 6.1 17.7 

10万以上
20万未満 

1851 943 439 469 840 498 513 940 464 447 969 440 442 1367 155 329 

100.0 50.9 23.7 25.3 45.4 26.9 27.7 50.8 25.1 24.1 52.4 23.8 23.9 73.9 8.4 17.8 

5万以上
10万未満 

2009 805 663 541 732 721 556 906 630 473 896 624 489 1502 180 327 

100.0 40.1 33.0 26.9 36.4 35.9 27.7 45.1 31.4 23.5 44.6 31.1 24.3 74.8 9.0 16.3 

3万以上5
万未満 

1464 599 510 355 545 538 381 623 509 332 640 470 354 1049 166 249 

100.0 40.9 34.8 24.2 37.2 36.7 26.0 42.6 34.8 22.7 43.7 32.1 24.2 71.7 11.3 17.0 

1万以上3
万未満 

1841 538 852 451 511 867 463 584 834 423 611 802 428 1309 250 282 

100.0 29.2 46.3 24.5 27.8 47.1 25.1 31.7 45.3 23.0 33.2 43.6 23.2 71.1 13.6 15.3 

5千以上 
1万未満 

596 145 333 118 152 323 121 156 322 118 165 308 123 431 93 72 

100.0 24.3 55.9 19.8 25.5 54.2 20.3 26.2 54.0 19.8 27.7 51.7 20.6 72.3 15.6 12.1 

5千未満 
401 104 226 71 125 214 62 127 212 62 124 211 66 317 37 47 

100.0 25.9 56.4 17.7 31.2 53.4 15.5 31.7 52.9 15.5 30.9 52.6 16.5 79.1 9.2 11.7 

 

表 4 従業員規模別の人材育成・現任教育体制 

 

ｎ 

1.保健師の人材育
成計画・ガイドラ
インを策定して 

いる 

2.現任教育プログ
ラムやマニュアル

がある 

3.個人の研修や 
教育の履歴が管理

されている 

4.中・長期的な 
人材育成が 
行われている 

5.研修参加の予算
が確保されている
（※一部でも確保
されていれば 

「はい」を選択） 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

全体 
19377 10241 5592 3544 9759 5739 3879 10189 5482 3706 9657 5860 3860 14611 1819 2947 

100.0 52.9 28.9 18.3 50.4 29.6 20.0 52.6 28.3 19.1 49.8 30.2 19.9 75.4 9.4 15.2 

従
業
員
規
模 

1,000人以上 
600 221 295 84 224 304 72 257 266 77 211 318 71 428 121 51 

100.0 36.8 49.2 14.0 37.3 50.7 12.0 42.8 44.3 12.8 35.2 53.0 11.8 71.3 20.2 8.5 

50人以上

1,000人未満 

224 41 153 30 52 149 23 65 136 23 44 152 28 126 68 30 

100.0 18.3 68.3 13.4 23.2 66.5 10.3 29.0 60.7 10.3 19.6 67.9 12.5 56.3 30.4 13.4 

50人未満 
24 4 16 4 5 16 3 6 15 3 6 15 3 17 6 1 

100.0 16.7 66.7 16.7 20.8 66.7 12.5 25.0 62.5 12.5 25.0 62.5 12.5 70.8 25.0 4.2 
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表 5 統括保健師の有無と人材育成・現任教育体制 

 

ｎ 

1.保健師の 
人材育成計画・ 
ガイドラインを 
策定している 

2.現任教育 
プログラムや 

マニュアルがある 

3.個人の研修や 
教育の履歴が 
管理されている 

4.中・長期的な 
人材育成が 
行われている 

5.研修参加の予算
が確保されている
（※一部でも確保
されていれば 

「はい」を選択） 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

は
い 

い
い
え 

わ
か
ら
な
い 

全体 
19377 10241 5592 3544 9759 5739 3879 10189 5482 3706 9657 5860 3860 14611 1819 2947 

100.0 52.9 28.9 18.3 50.4 29.6 20.0 52.6 28.3 19.1 49.8 30.2 19.9 75.4 9.4 15.2 

統
括
保
健
師
の
有
無 

いるが自分

は統括保健

師ではない 

10045 7148 1515 1382 6440 1826 1779 6529 1874 1642 6275 2017 1753 8115 621 1309 

100.0 71.2 15.1 13.8 64.1 18.2 17.7 65.0 18.7 16.3 62.5 20.1 17.5 80.8 6.2 13.0 

自分が統括

保健師であ

る(事務分掌

に記載あり) 

420 294 122 4 277 133 10 283 121 16 250 152 18 381 30 9 

100.0 70.0 29.0 1.0 66.0 31.7 2.4 67.4 28.8 3.8 59.5 36.2 4.3 90.7 7.1 2.1 

自分が統括

保健師であ

る(事務分掌

に記載なし) 

432 189 237 6 187 238 7 191 230 11 210 205 17 362 60 10 

100.0 43.8 54.9 1.4 43.3 55.1 1.6 44.2 53.2 2.5 48.6 47.5 3.9 83.8 13.9 2.3 

いない 
2848 965 1380 503 975 1365 508 972 1367 509 969 1355 524 2125 384 339 

100.0 33.9 48.5 17.7 34.2 47.9 17.8 34.1 48.0 17.9 34.0 47.6 18.4 74.6 13.5 11.9 

わからない 
1868 761 210 897 696 238 934 729 278 861 767 244 857 1016 99 753 

100.0 40.7 11.2 48.0 37.3 12.7 50.0 39.0 14.9 46.1 41.1 13.1 45.9 54.4 5.3 40.3 
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3．保健師活動の課題と今後必要な取り組み 

●回答者が保健師活動を実践している中で、「最も課題や問題だと認識している事柄」または「次に課題

や問題だと認識している事柄」のいずれかで選択された事柄は、「対応するケースや業務が複雑・困難

になっている」(49.6%)が最も多く、次いで「日々の業務をこなすことに追われている」(46.5%)が多かった

（図 10）。 

●「対応するケースや業務が複雑・困難になっている」「保健師のマンパワーが不足している」「保健師活動

に直接関係のない事務業務が負担である」「行政機関との連携体制の構築に苦慮している」は、「統括

保健師がいる（いるが自分は統括保健師ではない）」組織に所属する者に比べ、「統括保健師がいない」

組織に所属する者の方が、課題や問題だと認識している者の割合が多かった（図 11）。 

●これからの地域における健康づくりに必要と考える取組として、最も多いのは「関係機関・多職種との連

携体制の構築・強化」(56.0%)であり、次いで「地域・職域の連携推進、働き盛り世代への働きかけ」

(39.1%)だった（図 12）。 

●「関係機関・多職種との連携体制の構築・強化」が最も多いことは、いずれの活動領域でも同様だったも

のの、「医療領域」においては「健康無関心層への働きかけ」(41.7%)が、「福祉領域」においては「必要

な制度やサービスにつながっていない人への介入体制の構築」(47.4%)が、「教育領域」においては「地

域住民や職員のヘルスリテラシー(健康や医療に関する知識やその活用能力)の向上に向けた取組」

(41.8%)が 2番目に多かった（表 6）。 

 

 

 

図 10 保健師活動において課題や問題だと認識している事柄 

 

 

27.2

19.4

14.5

7.9

6.0

5.1

4.6

3.6

3.7

1.7

1.4

1.4

1.2

2.4

22.4

27.1

17.1

13.9

13.3

13.9

10.8

10.5

6.5

5.6

5.7

4.5

3.6

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

対応するケースや業務が複雑・困難になっている

日々の業務をこなすことに追われている

保健師のマンパワーが不足している

保健師としての能力不足を感じる

保健師活動に直接関係のない事務業務が負担である

保健師活動に付随する事務業務が負担である

地域全体の健康課題を捉えることが難しい

責任が重く、精神的な負担が大きい

管理職になった場合(昇進)の責任・負担が大きい

残業時間が多い

地域の関係機関との連携体制の構築に苦慮している

学生時代の教育の中で保健師としての実践力を獲得できていない

行政機関との連携体制の構築に苦慮している

その他

最も課題や問題だと認識している事柄 次に課題や問題だと認識している事柄(2つまで)
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図 11 保健師活動において課題や問題だと認識している事柄（統括保健師の有無別） 
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対応するケースや業務が複雑・困難になっている いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

保健師のマンパワーが不足している いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

日々の業務をこなすことに追われている いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

保健師活動に付随する事務業務が負担である いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

保健師活動に直接関係のない事務業務が負担である いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

残業時間が多い いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

責任が重く、精神的な負担が大きい いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

学生時代の教育の中で保健師としての実践力を獲得できていない いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

保健師としての能力不足を感じる いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

管理職になった場合(昇進)の責任・負担が大きい いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

地域全体の健康課題を捉えることが難しい いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

地域の関係機関との連携体制の構築に苦慮している いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

行政機関との連携体制の構築に苦慮している いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

その他 いるが自分は統括保健師ではない

自分が統括保健師である(事務分掌に記載あり)    

自分が統括保健師である(事務分掌に記載なし)

いない

わからない

最も課題や問題だと認識している事柄 次に課題や問題だと認識している事柄(2つまで選択可)



News Release 
報道関係者各位              公益社団法人 日本看護協会 広報部 

2023年3月31日 

                   17                                

＜リリースの問合せ先＞ 公益社団法人日本看護協会  広報部 

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前 5-8-2 電話：03-5778-8547  FAX：03-5778-8478 

E メール koho@nurse.or.jp  ホームページ https://www.nurse.or.jp/ 

 

 

図 12 これからの地域における健康づくりに必要と考える取組（最大 3 つまで選択） 

 

表 6 活動領域別のこれからの地域における健康づくりに必要と考える取組（最大 3 つまで選択） 
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全体 
19994 11188 7446 4773 7813 3647 6235 6469 5257 482 

100.0 56.0 37.2 23.9 39.1 18.2 31.2 32.4 26.3 2.4 

活
動
領
域 

行政 
15613 8907 6071 3913 6124 2738 4756 4933 3873 352 

100.0 57.0 38.9 25.1 39.2 17.5 30.5 31.6 24.8 2.3 

産業 
1128 583 203 82 560 173 477 275 459 43 

100.0 51.7 18.0 7.3 49.6 15.3 42.3 24.4 40.7 3.8 

医療 
690 370 193 93 265 145 288 187 202 24 

100.0 53.6 28.0 13.5 38.4 21.0 41.7 27.1 29.3 3.5 

福祉 
1354 770 549 414 435 315 298 642 286 21 

100.0 56.9 40.5 30.6 32.1 23.3 22.0 47.4 21.1 1.6 

教育 
617 264 234 162 184 152 190 255 258 20 

100.0 42.8 37.9 26.3 29.8 24.6 30.8 41.3 41.8 3.2 

その他  
592 294 196 109 245 124 226 177 179 22 

100.0 49.7 33.1 18.4 41.4 20.9 38.2 29.9 30.2 3.7 
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関係機関・多職種との連携体制の構築・強化

地域・職域の連携推進、働き盛り世代への働きかけ

地域の健康課題に関する情報を地域住民や地域の保健・医療・福祉

機関等から集約できる体制構築

必要な制度やサービスにつながっていない人への介入体制の構築

健康無関心層への働きかけ

地域住民や職員のヘルスリテラシーの向上に向けた取組

地域の健康課題に関する情報を地域住民や住民組織等から集約で

きる体制構築

地域の身近な場における健康・療養支援の体制整備

その他


